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Bai・oclaの容は教授として行必リた三つの講義にJ必づく

もので，イン｜ごの経済発肢における凶家政策のill張性を

/f.1!J!1'i!Jに検；正することがその；む1現である。第1-i~l rn:J 
では低rm発諮問の経済開発過訟における凶家と；)l・f!lii化の
刷版的な役；t:,11を強制し，それはこれらの諸凶の災前の現

災（lりかつフ。ラグマティックな汗f11liから生まれた締結であ

るとする。第 2:7~ 「 1 ・1止紀W，.の経済的停Hff」では1800年
から独立に主るまでのインドの経済的変化を l人当たり

mi民所得や肢業別労働人1-1の推移などによって治的に分
析し， 18・1世紀末におけるインド鮮消の技術的水準は相対

的にt:i'v、ものであったにもかかわらず，総済発恨の初WJ

において民裂な役引lをもっ｜祖家政策の欠如のゆえにこの
jり11111の経済は伴日！？を続けたという結論にたつする。そし

てこの経済的停mfと，後進性のJJ，（凶をインドの伝統的宗
教，社会｝持活!r.~l~i,!H温度．人｜！過剰によって説明する社

会学背・経済学者を論駁し，イギリス倒インドII年代にお

ける在来手工業の没滞，過:ff(な地;f.ll，宗主国イギリスへ

の膨大な「経済的f}j;IL＼」を指摘してtiの胤凶をIN家の産

業育成政策の欠如iないし不自jjにあると主張する。さらに

インlごとの対比において， J:l;,f;：の！語史的経験にも論1えし

ている。第31;t「；汁田i的ll日発の10年：インドの経験Jで

は独立後のインド経済が急速な自立的経済成長・を緊急命

令とされたことから，経済開発における凶家のイニシア

チプと；H・fi!!Hじが不可欠であると述べ，歴史上かつてない
経済の成長率を達成した節2次の5カ午前・聞とさらに筋

3 (J,.'.5カ年計画における経済；n・岡の目的と規模，基本的
諸政策とその問題点をII見括的に論ずる。巻末には1950/51

針｛から 1960/61年までの経済発肢を示す統計去が付され

てし、る。（浜1:1)

r・ H.S………川~ical econumy 'l kfolaya; a case stuclY_ in I 
de・velojmumt, Singapore, Em;tern U nivcrsitie:. R 
I'陀払 1963,306 p. H 

IN bet K6 ig日
in Eutwic lu11gslii11ιlem; das thailandi』...el 
βci司ρid,Berlin, Erich Schmidt Verlag, 1963, I 
127 p. (Aussenhandel un<l Weltwirlsclmft. Bel. I 
8.) I 

本若f作は Koln大学の百iJ外経済Wf究所において作成さ

;jl,たもので Karlrohc『lIミingclt暗・J：の；］，：＇.＿.

↑i尚！~1.i!lB~l (Bundes昌tcllcfi.ir Aussenhanclelsinformation) 

The Australian National Universityの

School of Pacific Studies で1962'.I~に IJHf!i; された「独立

以後のマラヤの経済IJ日発に｜刻するセミナ｝」の参加者に

よる論文集。マラヤはやや特殊な意味・での「新興悶経済」

であり，低開発｜司経済としての;/}s;,j;:的なlllJ凶に陛j(1jして

いるが，｛也の祐佳｜に比較すれば作劫に経済成泌を述1，.比し

うると考えら;jt,.る。しかし，一方コミュナリズムのll¥Jl乱

輸出収入のゴム・鈎への依存，シンガボーノレ・ボルネオ

との関係などの特殊なlllJ地．をかかえている。政治的・社

会的な~!h1はマラヤの経済開発に大きな影響をあたえて

いる。 fM店者は各分野の専門家でいずれもマラヤあるU‘
は他のfl~開発地域で~地調査を行なった。

~｝！：？戸；コミュナリズムと政党情逃 （l'. I-I. Silkock) 

郊21;1：：マレーシア一一政治的背景（EmilySuclka），第

3 lii:：人口情造υ.C. Caldwell）の 31~i:が，マラヤの政

治・祉会構造をとりあげている。 !A541~，：：マラヤ輸出の

長.JUl/1を盟（W.M. Corclcn），節5立：マラヤのmn際収支
Hill組（W.M. Corclen），第 61~ ；ゴム供給~：MNー←政策

的意味（CliftonR. Wharton Jr.ふ第7r.？.：決村経済の
特質（E.K. Fisk），；ぉ・8:i';,i：：決村BH持政策（E.l<. Fisk), 

tl19:m；独立後の金融上の発M(Don Mckenna），節 1()

1j！マラヤにおける工業化（E.L. Whe巳light）の7liiで経

済各部門における！問題をとりあげる。第11:i'主：経済政策

の全般的縦視（T.H. Silkock）は，マラヤ経済の基本的

特質，独立後の経済政策・戦略の股!Jflを述べ，政策・ lj現

時にたいして批判を加えてU‘る。巻末付録として「人組

別国民所得t1rnu，「マラヤ貿易統計と中継地貿易Jの統
計資料を収めている。（朝日〉

Research 
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日V. V. Bhau, .:1小付；；of t!l・（）／1(.川 i,:rlwug1: and;; 
!l J,ol iザ inIndia, 1800～196・0,Bombur, Allied !l 
H Puhlisher.;, 19fi3, 1'10 p. 日

本書は帯＇ti－がイン 1：の MaharajaSayajirao Univ. of 
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のj総！下1lusse11/u11ulel 11ml ¥Vt:ltwirl必如ψの節8悲に
l恨めらhた。

標組の示すごとく，低IJIJ発国における資本形成の11¥J巡j

をタイ国を例としてとりあげ，著者の 1&jIにわたるタイ

I＠滞在の体験に基づいて調査したものである。ヌ~~；1は 3

部にわかれ，第ittl~ f資本の11¥}J垣としての自生的経済発
脱Jでは，経済発民への前提条件のれ1)/1＼，自生的発Mに

おける経済的要，王，.i:m家の役割，自生的経済発Jl誌の決定

要因としての資本形成をと Pあげる。部2部「資本形成

の問題としてみた資本の／1¥JJm」では，後進国における資

本需要領の推定，タイの資本需給ミJi:ti.'J<，資本供給不足の

原因をとりあげる。第3剖i「タイ図における資本形成拡

大の可能性」では，側人lti＇訴の拡大，公共財政による都

品~，赤字財政による投資拡大，滞在的労働力の動以によ

る物的資本の拡大などの方策を論じている。 （r.i開発!'.!tiに

おける兵．体的な資本形成政策，とくにタイ｜却のそれに凶

心をもつものには有用なmt1・となろう。（｜以III)

'D Guerra y Si11 he1., S，ψ，，.“JI(／刈 C
EむCl’d泌’{II/; ｛／”t:t.＇ο，4ο”，ii.: Iii.昌toツ吋仁11ba11草
g agriι・u/tur《，， NewHaven, Y枇 Univ.Press, U 
6 1964, 218 p. 日

本：；~i.:は 19271)'1こ／J.＼版されたキューパの脱史学者 Rami­

ro Gnerrn ・y S{111chezの］Jj（執：を英訳し， Carihhe:mSeries 

第7集として，エール大学よりl.l.¥l¥貸されたものである。

当II与のキューパの加業＊flfは，今W:t：日初耳目以来の執：し
い発Mに伴い，アメリカ資本のキューパ逃111とあいま勺

て，大会社による土地所有，企業のfil制.tj主ij1が行なわ
れ，いわゆる SugarLatif uncliumがきずきあげられ，

J.}J.一作物経済への倒的lを強めていた。

本書：はこの SugarLatifuncliumの発Jii.1の歴史をたど

りつつ，当時のキューパ糖撲の現状と将来を分析したも

のである。若者ーは本書の中でつぎのように述べている。

「自分の土地を他人の手に委ねる国民は，たとえ自山

であろうと，経済的には隷属，社会而および政治miでは

表績の道をたどってきた。今後25年以内に， latifundium 

と republicのどちらかがもはや存在しなくなるだろう。

キューパ国民は土地と自由を勝ちえるかさもなくば，そ

の両方とも失ってしまうだろう」（pp,151～152）。

今1:1のキューパの現尖をみるにつけ非常に興味深い言

集である。 30有余年をへた今日でも本：！？の内容は，ラテ

ン・アメリカの現状に十分通ずるものがあり，それがま

た改めて翻訳された郡山でもあろう。付録として Jose

Antonio Guerra y Deuenの論文。 Colono（限作品）
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llJIHftの modelcontr:.t<.:Lが収3泣さ1もている。（1!.1!1.1)

ii A.じurli昔、1Vilgus,eel., Tlw 仁川・ibhea11 : Vi:11e-~ 
Ii ze町funcl，《： ·11elο•／＞JI』e,
U ville，【Jn ’ofFlori 

フロリタ余大学の Sじhoolof Inter-American Stmlil ! i ; 

は，イ丘，fJi，カリフ・rfii地域の総合的研究を目的として， m1

係諸国の研究者·~：務家を招いて，国際会議を IJI-Hlil し，

その縦訓むを CaribbeanConference Seriesとして山l；反し

ているが，本計は， 「ベネズェラの兜｝員Jをテーマとし
て1mかれた， 1963年の節目ml会議に提出され，討議され

た論文をまとめたものである。内科は，

I 背：Ii~. 日教育， m経済・公共部門， W経済・氏川部
pi], V .Jr注業改革，羽参考文献からなっている。 Ill,IVで

は，アメリカ経済との IZ~力を通じての発肢が説かれ， V

では， 1-!'Jl大する食料の輸入におl して， l~K1~のための総合

l切な成業政策が必挺だとしている。執tre行の大部分が，
ベネズエラの行政担当者，~ミ；業界のメンバーであるため，

必礎的な研究というよりも，」L体的なtl:JM日の指摘と尖！探
l’lりな提案が多ャ。 N.L. Benson （テキサス大学1;g1＼！~館以〉

が担当した参考文献のlJ1は，ベネズニLラに｜見lする網￥！M11-.,

な資料解題として:J.'.i'iHである。（小以〉

I S. K Bwm and S. K Bhallaじharya,Lm,d n 
ft ／＇（ゾ加川 sin ¥Viist ne，ψtl; a st11dy 011 im/>li・1
H 11/t!II/Clli，ο11, New Delhi, Oxford Book, 1963, fl 
n 119 p. 日

インド政Ji:fは郊 1 次 5 カ ~Fill·iiUiのim始と／ii]ll.'i＝に，州政

J('.fの怖l棋のもとに土地改革の立法化と実施に釆りだした

が，最近発表された；n・画委員会による土地改革の尖紙報
告 （Progn：.将 OIifond Fぜい・111,1963）や筋3汰5カ年ill・

聞のrl• 間前叩Iii（’Thi rd Pla 11 : mid仇！I'll/.aρ•j>miJ·al, Hl63) 

においても，土地改革の実施上の諸困難と遅滞が確認さ

れ，国家開発審議会は第3次il十回の減る2年間に改革を

完了するよう勧告した。本帯は，農民的土地所有を基礎

とする農業経済の磁立を目的として制定された West

Bengal Estates Acquisition Act, 1953と WestBengal 

Lane! Reforms Act, Hl55 （第31主の刈日分け小作の条項

のみ施行〉の実施過程にかんする実態調査で，員｜・岡委員

会の依般によってカルカッタ大学の経済学部長 s.K. 
Basuとi持IWS. K. Bhaltucharyaが担当した。調査地域

は西ベンガ／レ州の北部と市部のそれぞれ4地区，対象期

間は上記法律l!llJ定以前の1949年から1958午・までである。

」tf*i'1~ －~JH~iJにt，ら’丸、て：l:J也改j'1Wl~の~施の~iii：とそのJill

主主要悶を指摘し，かっ；u,11査上のデータの｜操界と仙ミ報収集
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の！羽雑をゆlらかにしている。改革訟の尖胞については，
とくに刈り分け小作（hargadar）制度の規制と土地所有

最高限度設定（ceiling）に焦点をしぼって調査を行ない，

前者は耕作伐用の分担と生産物の取得分比率の規定的減

備でなく，さらに刈り分け小作の登録制度が不完全であ

ることから在来の制度はほとんど変相されず，刈り分け

小作の土地追いHJしも生じていること，後者については

土地所有制限（農地25エーカーをこえる直接的個人所有

土地は政府取得〉の規定をまぬかれるための土地の不JE

移誠の規模を評定する目的で相続以外の土地移誠を多角

的に検討し，法律自体の欠陥と政府の実情調査の不備を

指摘する。付録として，家族的土地所有のケース・スタ

ディ，上記の土地改了作法の：：l：要部分，実態調:i!l:去が掲）Iを

されている。 Ci兵仁I)

R Jack Heller ancl Kenneth M. Kauffman, Tax fl 
g incentives for i1ulust1y in less むvdoj,edH 
U countries, Cambridge, Mass.，’fhe Law School ff 
目of Harvard Univ., 1963, 288 p. U 

Harvard Law School International Program in Taxa-

tionが1958～61年の3年がかりで行なった研究成果3

このプログラムは，このロー・スクーIレが行なっている

International Legal Studiesの一環として， 1952年に設

立され，国述の Fiscaland Financial Branchと協力し

て，各国税jlil]の比較研究を行ない，すでにいくつかの成

果が出版されている。さらにこのプログラムは，各国の

税務官吏・研究者の研修をもあわせて実施しており，こ

の研修に参加した低開発諸・閣の税務官吏約50人からえた

資料，経験が本~~下中に組み込まれ，本市の特色となって

いる。

本：！？は，低u日発諮問の経済開発．なかんずく工業化に
対する図の助成策を，税jlliJ上の投資誘引措置のifiiからと

らえたものである。著者 Hellerは，本プログラムの

teaching fellowおよび researchassistantであり，

Kauffman博士は，本プログラムの経済部門の instructor

であるとともに同大学の経済学部で講義を行なってい

る。

本）下は，全部で (i'J~i:-/J、ら Ji父 り，そのうち序論に当たる

第11訟は両者の共同f)t飛であり，あとを2分して，主と

してtl;ll目Jiliiから各界｜の税llill上の投資誘引：tM'/i'.:，＇.を分析抑制

した第2～3市を Hellerが，続・済的・会JIザ：（1句om而か
ら免税，収議｛府市，加速償却などの問組を中心に考鎖し

た第4～G需を Kauffrnanがそれぞれ分担した。なお，

本；l 下 rl1に引刑された資料は， 19r;2lf~6 月末現草！！まで布li:if.

されている。（林〉

It…附yAφp…i .Alb! l(OJl01Wα.llti3;.ca (llo.llumu/Ca u.AmepuαA・ I 
llClllll'lCCICUX aep:;1cao O a世~1u~e a nepuoa I 
pacnaaa /COJlOIUtallbHOl'i CllC/llC),lbl), Moc1ma, I 
113瓦・BO,BOCTOlIHOiJ JutTepaTypLI, 1963, 327 c. I 

ガr~li民地主義についての凡 B. ゴンチャーロフと此口．

ヤストレポヴァを賀任編者とする5人の研究者の共同執

烈論文。ソヴェト科学アカデミー・アフリカ研究所m版。
「植民地制度j抗感j切における帝問主義靖国の対アフリカ

政策Jという副題をもっ。

木：！？はここ数年のアフリカ諸国の定：i.iiliな政治的独立に
ともなって，西欧諸国およびアメリカ合衆国がこれら新

興祐・悶に対して実肱しつつある政治・経済政策を植民地

的利怖の確保・拡張をめざす新しい形態の植民地主義と

してとらえ，これに対するアフリカ諸国の人民の抵抗と

ともに，その具．体的な姿を示そうとしている。

企｛本は 61~に分かれ， 1' 2：イギリス，フランス，

ベルギー，ポルトカツレなど旧制民地領有国のアフリカ諸

国における独占的経済支配およびそれと結びついた政治

的・＇.i]HJ~的諸政策， 3, 4：新村｛民地主義の首領として

のアメリカおよび西独の帝国主義的進出の実情とその政

治的・経済的芯・義， 5：《集団的航民地主義》としての

EE Cとアフリカ諸国との関連についての諸問題， 6: 

拠民地排幣闘争と統ーをめざすアフリカ人民の動向，を

その内容としている。

従来この租の問題についてのソ辿の文献は，政治的な

啓識を主｜｜民としたパンフレット的なものが多く見られた

が，本書はその基本的な視点を保ちながら，内容的には

一歩進んだ分析を含んでいる。資料として，悶際機関や

各国政府刊行物，その他アフリカ研究に必要な基本的デ‘

ータを蜂笛に利用して，具体的に各国のいわゆる《健助》

の内容や性格，合弁企業の資本構成，西欧・アメリカの

銀行の融資状況，貿易内務などを含めた経涜政策の実情

を示し，さらにコンゴにおける動乱とNATOとの関連，

アフリカ諸国の民抜解脱運動とソ辿の扱助などにもふれ

ている。〈今井〉

i II lc' rna tiοna l d eve！ο，1,me11t, Baltimore, Johns 
IMa,i。n
Hopkins Press, Hl64, 462 p. Pul》lishecl for 
Resources for the Fu lure, T nc. 

Resources for 1he Fu1ure, lnc.は， 19521,1＝.天然資源

の閲覧・保税・利用に｜期する研究調査を目ざして設立さ

れ，19581［＇以来持年間際的水市の学 c/t.研究者によるシン

I I l 
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ポジウムをmumし，そのl＆！，！ミをII',Wiしている。；i1l li•I 
(1958：｛ド） Perspectives on Conservation ; essays on 

America’s natural resources，第2回（19591ド） Science 
and resources; pros1児elsand implications of technolo・

gical aclvance, ~・ 3 同（19611j'.)Comparisons in resource 

manngemenl, tr14 ITII (1962 ！.下） Cities ancl space ; the 

future use of urban land，にひきつづき， 111;1963年，

第5回シンポジウムのテーマは Therole of natural 

resources in international dcvel。pmentであった。
現在世界は「南」も「；｜じ」もあげて経済成・艮・経済開

発の問題にとりくんでいる。 RfFはこうした一般情勢に

こたえて，天然資源と経済成長のII¥）閣を，世界的規模に

おいてとらえ2命じようとした。オ可！？はこのシンポジ、ウム
のj成果をまとめたものである。内容は以下の各章に分か

オもている。

1. 国際（~］.屯嬰商品一一（1）経済開発における成業の役

¥l11l, （劫 ・IU:Jhlの石油展望［， （幼食杭と世界1ff.~設の地位。 2.

ヨーロッパ，アフリカおよびラテン・アメリカにおげる

資源一一（1）ソヴェト経済における資源の開発とその利

用，（2)y_Cjヨーロッパ諸問問の資源関係，（3）アフリカ訪問

の資源開発，（4）ラテン・アメリカの経済開発と資源。 3.

現状と問題点一一（1）第1次産品の交易条件，（2）原料資源

に対するほ按的国際投資の可能性と危険性，（3）知識と資

本の周際的移動。〈渡辺〕

i…Wh山脇… Sourer：ザi
info川 σtioni II the sodσl sciem 
to the lit，了rature.,Totowa, r、lewJersey, The I 
Bedminster Press 1964, 497 p. I 

編者の C.M. Whiteら3人のライブラリアンと， B.

F. Hoselitzら7人の各；，If門分野の協力になる本11rは，

社会科学のお分野にわたる基本的・包術的な，研究者も

含めた広く一般向けの文献案内である。内容は，社会科

学全般・ E古史・経済学および経J首年：・社会学・人類学・

心理学・教育学・政治学の8部門から成る。各部門は2

部に分かれ，まず専門家によって主題研究の概観・最近

の傾向・代表的文献が述ベられ，ついでライプラリアン

によって書誌・辞典・専門雑誌・研究機関などが紹介さ

れている。経済学では， 「経済理論Jの巨，，に，生産・刑

判・絞済成長など， 「i羽際経済」は，｜司｜際収支・rm際経
済協力などと項目別にそれらを説明し，開辿文献があげ

られている。企部で3000近くの文献を合み，！Ill磁のある

月ianに解説が付され，間際機関・政府・各研究機関の/!I

版物や実務的使覧の.jJjもかなり紹介されているという特

IJ2 

色がある。 ll¥ll>iされない学位論文誌や，学術誌およびそ

の論文ののる索引専門誌の紹介もある。巻末に帯者.：；！下

（（，索引がある。（稿沢〉

la on Ce1】tcr,Gr『i<lefο ρeriο正万'icσlσrt id,is rr.-" ！ηh.c 
late正fto <!Cο110』』ricand soci，ρlc11111i1ぽ， 1.9,,z: e 
1962, Cniro, 1963, 306 p. 0 

1960年に；設立された国立の経済研究機関であり，また，

専門家養成機関でもあるこの研究所のドキュメンテーシ

ョン・センターが編さんした経済関係の雑誌記事索引。

｜止界各閣の経済を中心とした社会科学関係の専門雑誌の

うち，｜司センクー受け入れの88稲より，が＇）360{】タイトノレ

の論文を収録したもの。採録jりJIHJは， 1961,1962の2lf, 

/llJ，論文収録の純聞はかなり広いが，｛店開発国で宛行さ
れる雑誌は，インドを除けば，ほとんど合まれていな

い。阻列は，：l：題jjlJタイトル！｜頂。

なお，！r'rlセンタ｝編さんの~，！｝誌は，ほかに，学抗論文

を対象にした Theguidt! lo socio・cco110111ic resr’arch 

in agriculture in U. A. R. 19fi.1があり，また，アラ

ビア語で発表された経済関係論文の記事京引は，日下河ri

f~jj中である。〈小：奴）

n Sarawak, Dc-oelojm1ent /Jlan 1964～1968,ft 
U Kuching, 1963, 64 p. 

サラワクにおける長期的開発計四は， 1947年に「10カ

年開発柏市｜：計画1947～56年」が作成され，コロンポ・プ

ランの発足とともに計四の再検討が行なわれ，その後も

柔軟に運営されてきた。 1959～1963年をカバーする計画

に引きつづき， 1964～1968年の5カ年計闘が1963年llfj

12日の国家審議・会で承認された。この計画．は，（1)1股民の

生活，村部環境の改普，（2）労働年齢周にたいする服用の

供与，（3)1人当たり生産の増大，生活水準の維持，（4）ゴ

ム以外の適産農産物の開発，工業現励による経済の多様

化，（!i）教育，保健活動の改－普・強制j，この5項目を目的

としている。支出費目別にみると，農業31.7%（前向の

計画では17.4%），運輸32.2%(36.3%），社会サーピス

14.5% (20.0%）が比率の大きな項目であ仏政業のj刊

カflが目立っている。 StephenKalong Nirgkan首相は序

文で， 「このm・廊の目的を一口でいうならば， :J!i村の経
済・社会開発である。これは都市を無視することを意味

するのではなく，。サラワクの住民の5分の4が農村地j成

にftみ，サラワク経済が大部分決民の生産に依存してい

るという市突を芯！法ずるものである」とのべている。

(1N：り


